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19世紀前半イギリス領インド植民地における 
法、主権、間接統治（1）

稲　垣　春　樹

はじめに
　近年のイギリス帝国＝植民地史研究において、法に着目する研究動向が高まりを見せている。

帝国の法制史・法社会史研究は、イギリス帝国史の一大潮流となりつつある。とくにローレン・

ベントンを中心とするグローバルな法制史・法社会史研究は、イギリス帝国諸地域における司法

をめぐる諸問題に対する植民地政府および帝国政府の取り組みの中からグローバルな国際法体系

が形成されていった様子を説得的に描き出している（2）。そこで強調されているのは、文明的な国

際社会の普遍的規則として19世紀に構築された国際法が、近代ヨーロッパ諸国による植民地支

配という歴史性・地域性・特殊性に規定されていたことである（3）。この研究分野の先駆者である

Ｃ・Ｈ・アレクサンドロウィッツは、18世紀までの自然主義法学は、万国法の対象である国際

社会の一員として非ヨーロッパ諸国を認めており、同盟関係を結ぶ両者を対等とみなしていた

が、19世紀に主流となった実証主義法学においては、非ヨーロッパ諸国は国際法が適用される

国際社会の一員とはみなされず、外交関係が非対称的な支配＝従属関係を前提とするものへと変

化したと論じた（4）。アンソニー・アンジーは、文化史的な観点から19世紀後半の国際法について

検討することで、三〇年戦争後にヨーロッパ諸国によって普遍主義的な国際法体制が形成され、

西洋世界の拡大に伴って非ヨーロッパ世界へと拡大していったという通説を批判し、植民地主義

こそが国際法体系を作ったのであり、そこには植民地支配のための便宜とイデオロギー（オリエ

ンタリズム）が色濃く反映していたと主張した（5）。ジェニファー・ピッツは、18世紀の法学者エ

メール・ド・ヴァッテルの思想を検討し、その普遍主義的な国際法理論においても非ヨーロッパ

諸国に対する非対称的な関係は存在したと指摘する一方で、19世紀に実証主義法学が歴史主義

的な議論と共鳴する形で支配的となっていく過程を描き出し、この転換についてのニュアンスに

富む記述を提示した（6）。

　しかし、現在までの研究は法思想家の言説分析が中心であり、法理論の変化をもたらした植民

地政治の実態についての検討が不十分である。本稿は、イギリス領インド植民地を事例として、

自然法学の想定するようなインド人君主との対等な外交・協力関係が、実証主義法学が想定する

非対称的な支配＝被支配関係へと変化していく過程の歴史的な特徴について検討しようとするも

のである。

　その際、近世近代における「多層的な主権」（layered sovereignty）に関する研究動向が参考に

なる。近年の国際関係論および国際法研究においては、1648年以降の西洋において、対内的・

対外的に排他的な支配権を備えた主権国家が構成する「ウェストファリア体制」が成立したとい
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うかつての定説の見直しが進んでいる（7）。歴史学の研究者もまた、各国史の内部で、主権の多層

的・複合的・礫岩的な性格を指摘するとともに、そのような多様な政体が織りなす国際関係に関

する比較史を進めている（8）。

　イギリス領インド植民地期における多層的な主権のあり方を明瞭に示すのは、イギリスとの間

で軍事保護同盟（subsidiary alliance）に入ったインド人独立君主の藩王国（princely state, native 

state）に関する研究である。この分野の先駆者であるニコラス・ダークスは、イギリス植民地支

配下においてインド在地社会の伝統的な小王（little kings）は近代的な土地所有者（landlords）へ

と変容し、儀礼と下賜によって保持していた実質的な支配権を失ったと指摘したが（9）、つづくマ

イケル・フィッシャー、バーバラ・ラムサックらの研究においては、イギリスによる間接統治下

においてもインド人独立君主が一定の対内的主権を保持していたという側面が強調されるように

なってきている（10）。近年はこれらの研究を基礎として、イギリス植民地国家が現地勢力と主権を

「分有」（share）していたことについての研究が盛んになっている。例えば、前植民地期におい

て主権者として振る舞っていた部族民や海賊は、植民地政府による苛烈な掃討・統合政策の対象

となった（11）。しかし、そのような政策を貫徹することは困難であった。スディプタ・センは、イ

ギリス領インド植民地の間接統治体制においては、イギリス人は一貫した体系的な主権の理論を

作り上げることができず、インド人君主の手には「残余の主権」（residual sovereignty）が残され

たと指摘した（12）。エリック・ベヴァリも、ハイダラーバードのニザーム藩王国について、それが

単なるイギリス植民地政府の傀儡ではなく、対内的な主権を行使し、さらに国際的なムスリム・

ネットワークの結節点としても機能する「小主権者minor sovereign」であったと指摘した（13）。ま

たカルーナ・マンテナは、1830年代から50年代にかけての植民地インド史上の「改革の時代」

における介入主義（現地の慣習を積極的に変更しようとする動き）が、1857～58年のインド大

反乱を受けて、現地文化の保存を「アリバイ」とする間接統治政策へと転換したこと、そして国

際法理論においても多層的な主権のあり方を基準として主権の概念が形成されていったことを指

摘した（14）。このように現在の研究史においては、藩王国の主権がイギリス植民地国家の一元的な

主権へと絡め取られていくというインド史における通説的理解に対する批判が高まりを見せてお

り、イギリス植民地統治下においてもインド人独立君主国が構成する分権的な政治構造が継続し

たことが指摘されている。しかしこれまでの藩王国の主権と間接統治についての研究は外交史・

思想史の文脈で行われており、植民地政府と藩王との関係について、あるいは特定の法理論家の

著作についての理解は進んでいるが、それが在地のインド人の活動とどのような関係にあったの

かという政治史・社会史的な理解は進んでいない。

　このような研究状況において注目すべきは、複数の司法的権威の間で繰り広げられた管轄権競

争（jurisdictional jockeying）に関する植民地法制史研究である。司法権の行使という形をとって

行政が行われた前近代社会において、諸権力は自らの司法権を拡大し維持するための競争を繰り

広げた（15）。18世紀～19世紀前半のイギリス東インド会社の統治拠点であったボンベイ管区、ベン

ガル管区、マドラス管区に関しても、前植民地期の多元的な法構造において常に管轄権競争が生
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じていたことが明らかにされてきた（16）。植民地期における展開は、ラディカ・シンハも指摘する

ように、イギリスの司法権が在地の司法権に対する優越権を確立していく過程として捉えられ

る（17）。生殺与奪の権を含む刑事管轄権はインドにおける王の正統性の表現であったから、植民地

政府は刑事司法権の確立を目指した（18）。そして重要なのは、管轄権の対立は民事訴訟においても

生じており、それが一部のインド人の主体的な働きかけを契機としていたということである。す

なわち彼らは、在地の裁判機構において不利な決定を受けた場合に、新たな裁判のプラット

フォームとしてイギリスが設置した裁判所を利用した（法廷地あさり forum shopping）（19）。そして

管轄権問題は、間接統治体制の展開と密接に関係していた。ローレン・ベントンは、植民地にお

いてイギリス植民地国家が保持しえた主権は不均一で不安定な「擬似的主権」（quasi sovereignty）

にすぎなかったと論じたが、そのような一つの典型としてインド藩王国に対する支配のあり方を

挙げている（20）。また19世紀前半インドにおける最大の管轄権問題が生じた1828～29年のボンベ

イ管区では、裁判所が司法免除特権を持つ在地貴族や独立君主に対して令状を発付したことで、

間接統治を進める植民地政府と全面的に対立したが、その際に一部の貴族や君主が裁判所を支持

したことは、政府の間接統治政策の根幹を揺るがすものであった（21）。このように、法と管轄権の

問題は、インド人の実践という観点から主権と間接統治について考察するための重要な素材を提

供している。しかし現在のインド法制史・法社会史研究においては、私法＝家族法の研究が盛ん

である一方で、管轄権問題と間接統治との関係についての検討はベントンの研究以来進展を見せ

ておらず、さらなる事例研究が必要である（22）。

　本稿はこの課題について、イギリス領インド南部マドラス管区を事例として検討する。1640

年に建設されたセント・ジョージ要塞を中心とする東インド会社のマドラス政府は、18世紀に

おけるフランス、マラーター王国、マイソール王国、ニザーム（ハイダラーバード）王国との抗

争を経て、18世紀末には広大な内陸地域を直轄領土とした。その領土は残存するニザーム藩王

国、マイソール藩王国、トラヴァンコール藩王国などの独立君主の領土と隣接していた。これら

の独立君主は、イギリスに対しては従属的な位置にあったが、自国の内部においては徴税権およ

び司法権を柱とする主権を行使する存在であった。本稿が扱う1800年代から1820年代は、マド

ラス政府が新規獲得領土における徴税と司法制度を確立しようと模索した混乱期であった。徴税

制度では、1792年にベンガル管区に永代地代制度（パーマネント・セツルメント）が導入され

た直後、マドラス管区においても同様の試みが見られた。しかしその後は、時差、地域差を伴い

つつ、地片耕作者に直接課税するライヤットワーリー制の導入が進んだ（23）。司法制度について

も、1802年にベンガル管区にならって徴税官が兼務しない独立のイギリス人判事が構成する司

法体系が導入されたが、取扱件数がすぐに限界に達し、手数料が導入されたり、一次は廃止され

ていたパンチャーヤト（在地の仲裁機関）の再導入が提案されたり、インド人下級判事の導入が

決定されたりした（24）。このように制度変更が相次ぎ、制度の運用に関して多くの未規定の部分が

存在したことは、管轄権をめぐる対立の背景として重要である。

　本稿で問題となるのは、マドラス管区に存在した東インド会社の会社裁判所（Company’s 
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Court）と、それとは独立に設置された国王裁判所（King’s Court）との間に生じた管轄権問題で

ある。会社裁判所は、インド人裁判官（Native Commissioners）による第一審、東インド会社の

役人が任命されるイギリス人アマチュア地方裁判官による第二、三審（Zillah Courts, Provincial 

Courts of Appeal）、マドラス市に位置する首座裁判所（Sadr Adalat）の四層構造となっていた。会

社裁判所においては行政の司法に対する優位が確立しており、首座裁判所の判事は知事と参事会

員が兼務した。また、行政の優位は、会社裁判所においてイングランド法ではなく知事と参事会

が制定する法令（regulations）が適用されたことにも現れている。会社裁判所は管区都市外＝地

方（mofussil）のインド人に対する管轄権を独占していた（25）。これに対して国王裁判所は、1726

年に市裁判所（Mayor’s Court）として設置され、1798年に都市裁判所（Recorder’s Court）に、

1801年に最高裁判所（Supreme Court）に改組された。裁判官は本国の法学院出身の法廷弁護士

であり、裁判ではイングランド法が適用された。国王裁判所はマドラス市におけるイギリス人お

よびインド人と、地方におけるイギリス人の裁判管轄権を有していた（26）。本国における国王裁判

所の上位機関は議会における国王を代理するインド監督庁（Board of Control）であり、会社裁判

所のそれは東インド会社理事会（Court of Directors）であった。この意味で、インドにおける管

轄権競争はイギリスにおける会社と議会の対立を背景としていた（27）。

　マドラスにおいても、ベンガル、ボンベイにおけるのと同様の管轄権問題が見られた。国王裁

判所は、会社裁判所の裁定を覆すための上訴審として利用された（28）。国王裁判所のシェリフによ

る令状執行は、地方における治安維持を阻害するとして地方行政官に忌避された（29）。国王裁判所

に地方行政官が召喚されることは、会社の地方行政を阻害した（30）。インド人耕作者は、徴税官事

務所の役人に対する不満を国王裁判所に訴えたし、税金滞納により拘束された際には、国王裁判

所に人身保護令状（writ of habeas corpus）を請求して解放された（31）。そして、それら管轄権問題

に関する情報は、イギリスおよびインド諸地域の行政官に共有された。彼らは他の管区において

生じた管轄権問題に関する情報を収集し、その解決を本国に要求した（32）。管轄権問題は全インド

的な関心事であり、時にイギリス本国においても問題とされ、その過程で地方行政官の危機意識

が本国の政治家にも共有されていったのである。本稿が扱う事例もまた、このような一連の管轄

権問題の一部として位置づけることができる。

　本稿の章構成は以下である。第1章では、1806年ヴェロール反乱後のマドラス都市警察改革を

取り上げ、軍事・警察を担った世襲役人であるポリガール（poligar）という領袖の警察権を政府

が剥奪したことによって生じた政府と国王裁判所の対立を分析することで、都市における主権と

管轄権の問題について論じる。第2章では、マドラス在住の独立君主であるアルコットのナワー

ブ（太守）に対する民事訴訟を取り上げ、国王裁判所の管轄権行使が独立君主としてのナワーブ

の対内主権を脅かしており、それを保護して間接統治に利用しようとする政府との間に対立を生

じていたことを指摘する。第3章では、南インド有数の藩王国であったハイダラーバードのニ

ザーム領内における国王裁判所の管轄権行使を検討し、管轄権問題が東インド会社と藩王国との

間の条約関係に支障を来していたことを指摘する。このように、イギリス領内（管区都市）と藩
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王国における主権と管轄権の問題を検討し、管轄権問題が多層的な主権のあり方の変容と実証主

義的国際法の出現に与えた影響を考察する。主たる史料として、英国図書館（ロンドン）のイン

ド省文書に収められたマドラス政府の参事会議事録（IOR/P）および本国への通信文（IOR/L/

PS）、それらの写しであるインド監督庁史料（IOR/F/4）を利用した。

第1章　1806年ヴェロール反乱後のマドラス市警察改革
　まず、管区の中心都市であるマドラス市において、国王裁判所の管轄権が政治的な問題となっ

た顕著な事例として、1806年のヴェロール反乱後のマドラス市警察改革について検討する。マ

ドラス市では、19世紀初頭においても前植民地期から続く多元的な都市構造が継続したことが

指摘されている（33）。しかし同時に、マドラス政府は、国際的な商業活動を背景として増加した土

地取引や人口流入に対する統制を強化していった（34）。この変化を象徴的に示すのが、都市警察の

変化である。18世紀以前のマドラス市の警察機構は、ペダ・ナイクと呼ばれるポリガールの世

襲役人によって担われていた。ポリガールはカヴァルと呼ばれる警察権限を有しており、配下の

カヴァルガール（cavargar, kávalkár）と呼ばれる役人を通じて軍事・警察活動を行った。ペダ・

ナイクは都市住民から一定の貢納を得る代わりに窃盗や略奪が生じた際には被害者の財産を補償

するという役割を担っていた。すなわちカヴァルガールは、在地社会の世襲的家職・家産体制を

構成する武力集団であった（35）。このポリガールが担う警察制度に対して、政府とマドラス市の住

民とは全く異なる態度を取った。政府はポリガールに依存する警察制度は腐敗の温床であり会社

の権威への潜在的な脅威であると認識し、ヨーロッパ人警察官の導入を進めた。これに対して都

市住民は、政府への請願書においてヨーロッパ人警察官の側の腐敗をしばしば訴えた。しかし政

府は、治安の悪化は伝統的なインド人警察官の腐敗が問題であり、ヨーロッパ人警察の導入によ

り治安状況は改善できるとの態度を崩さなかった（36）。この警察機構をめぐる対立は、1806年にマ

ドラス近郊の都市ヴェロールにおいてスィパーヒーが反乱を起こしたことをきっかけに大きな問

題となった。政府はこの緊急事態を受けて、マドラス市をより強力で一元的な警察力のもとに置

く警察改革を試みて、都市のインド人有力者層との対立を生み出した。そしてここにおいて、政

府批判の先頭に立ったのが国王裁判所であった。以下ではその過程を検討する。

　1804年にマドラス知事に任命されたウィリアム・C・ベンティンクは、着任後すぐにマドラス

警察委員会を立ち上げた。警察委員会は、警察力の中心となるポリガールの腐敗のために、もっ

とも治安の悪化が懸念されるマドラス市トリプリケインの50万人の生命財産を守るのが2人の警

吏（constables）と24人の警備員（peons）だけであるという状況を指摘し、警察力を大幅に増強

することを提言した（37）。これを受けて政府は、それまでマドラス市の警察制度の中心となってい

たポリガールであるペダ・ナイクを解任し、配下のカヴァルガールに代わって会社政府が派遣す

るターナダール（thánádár）というインド人警察官を任命した。インド人スィパーヒーによる

ヴェロール反乱は、スィパーヒーと同様に内なる敵となりうる在地の警察部隊に対する不信感を

生み出したのである。警察委員会は、ボンベイ市とマドラス市においてのみ植民地政府による警
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察条例の制定と罰金の徴収が認められていないことを指摘して、インドにおいてはイギリスより

もさらに強力に政府に警察権限を集中させるべきであると論じた（38）。

　ベンティンクはマドラス市警察に関する警察委員会の見解に同意し、会社理事会にこれを伝え

た。これを受けて理事会は、1807年、それまでカルカッタのベンガル政府が有していたマドラ

ス市・ボンベイ市の治安判事の任命権をマドラス政府・ボンベイ政府に委譲することを決定し

た（39）。このマドラス政府の権限強化の核となったのは、新たに警察長官（superintendent of the 

police）に任命された軍人ウォルター・グラントであった。ベンティンクは、後に改革派の知事

として有名になるが、植民地においては臣民の自由よりも治安維持を優先すべきであるという信

念を持っていた。たとえば彼は、地方における立法の主導権は徴税官と治安判事が握るべきであ

り、会社裁判所の判事はそれを補佐する役割を担うにとどまるべきであるとして、行政権に司法

権を優越させる議論をしていた。そして都市の統治についても、知事の立法権は地方だけでなく

マドラス市においても行使できるべきであるとして、都市行政への政府の介入強化を目指してい

た（40）。

　しかしこのような警察制度の改革は、マドラス市のインド人都市住民の反発を生んだ。ポリ

ガールやインド人有力商人であるドゥバシ（dubásí）らは、政府の警察改革を批判する請願書を

提出した。この請願書は、都市住民の政府批判が直接表現されたものとして注目に値する。請願

書の焦点は新規に導入されたターナダールが都市の警察機構として役に立っていないことを明確

に指摘するものであった。それによると、ターナダールが導入される以前には、殺人や強盗が発

生した区域の住民はその区域を担当するカヴァルガールに訴えるのが通例であった。カヴァル

ガールは地域の事情をよく知っており、その犯人が街区の住民か近隣村落の住民であるかを判断

して拘束し、証人とともにその身柄を当局（Circar, sarkar）に引き渡していた。このようにして

カヴァルガールは財産を保護し、住民をトラブルに巻き込むことはなかった。しかし「閣下と参

事会は巨額の費用を投じて地方裁判所とターナダールを導入したが、それから我々は以前のよう

には安全を享受していない」。それどころか、ターナダールはしばしば間違った犯人を拘束して

いる。このように、請願書は政府が新たに導入した警察制度を批判した。さらにこの請願書に

は、住民税（assessment tax）の軽減、売買証書の変更の取り消し、酒税やたばこ税などの廃止や

軽減、手数料の違法な取り立ての禁止、塩価格の引き下げ、宗教施設に対する寄進などに関する

要望が書き加えられていた。すなわちマドラスの都市住民は政府による都市行政全般に対する批

判を展開したのであった。この請願書にはポリガールやドゥバシら1,040人が署名していた（41）。

この請願書は、インド人による政府批判が活発に行われていたことを示すものとして重要であ

る。ブリムスが指摘するように、政府への請願は、支配者と被支配者が直接に交渉を持ち、被支

配者の承認が支配者の正当性を担保するという植民地化以前の政治文化を反映した行為であっ

た（42）。しかしこのような前植民地期的な直接交渉を前提とする全般的な政府批判は、植民地政府

にとっては統治の正当性そのものを否定する脅威として映ったのであった。

　そしてここで、ポリガールらとともに植民地政府批判の先頭に立ったのが国王裁判所であっ
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た。警察長官グラントは、新しい警察システムに対する反対があらゆる方法で行われているこ

と、そして特にポリガールが、自身の役割の喪失を恐れて国王裁判所の判事ヘンリー・グウィリ

ムに援助を求めていることを報告している（43）。判事グウィリムは、このようなポリガールの支持

に後押しされる形で、文民警察のトップに軍人を据えるという政府の決定を厳しく批判し、その

先頭に立つ警察長官グラントを非難した。グウィリムの批判を受けてグラントは辞職したが、そ

の際に彼はベンティンクに宛てて以下のように指摘している。曰く、国王裁判所が略式手続きを

否定していることは騒擾を助長している。政府の権威に対する民衆のあざけりは日に日に大きく

なっており、あらゆる権威に対する不服従と侮蔑の感情が蔓延している（44）。このような事態を受

けて、ベンティンクは強い表現で判事を非難した。曰く、「サー・ヘンリー・グウィリムがする

ように、『人間の権利』を説いたり、民衆の意見に服したりするのは我々のすべきことではない。

それはイギリスでは称賛されるべきだが、ここにそれを導入するのは完全なる狂気である」（45）。

グラントとベンティンクの発言からは、植民地の治安維持はイギリスとは異なる基準で厳しく行

われるべきであると政府行政官が考えていたことがわかる。

　さらに、このようなインド人住民と判事グウィリムによる政府批判に、マドラス市のイギリス

人商人層も同調した。グウィリムによる警察を批判する説示（charge）に応えて、マドラス市の

イギリス人有力者で構成される大陪審は告発（presentment）の中で、軍人が指揮する現在の警察

制度はインドでの慣行にもイギリスの法にも反するとの意見を表明した（46）。これ対してベンティ

ンクは、マドラス市の主要な出版社に対して、すべての出版物は政府の事前検閲を受けることを

義務づけた（47）。これはさらなる反発を生んだ。もともとマドラス市において政府に批判的だった

法律家で出版者でもあったチャールズ・マーシュは、問題のある用語について具体的に指摘する

よう政府にかみついた（48）。市の有力商人ウィリアム・アボットやリチャード・メイトランドもま

た、当時大きな論争となっていたアルコットのナワーブの債権詐欺事件と警察批判とをリンクさ

せ、政府を糾弾した（49）。その後、マドラス市では1812年に10の警察条例が制定され、イギリス

人警察長官を中心とする包括的な警察組織への移行が行われた（50）。しかし旧来の警察制度への回

帰を求める声はその後も存在した（51）。

　このように、まず植民地政府は、都市と都市郊外における治安上の不安から、現地人有力者で

はなくヨーロッパ人を中心とする警察機構への改革の必要性を認識した。これは、従来の警察権

限を奪われることになるインド人のみならず、イギリス人都市住民の間にも、植民地政府による

都市行政全般に対する介入への反発を生んだ。そしてそのような抵抗のよりどころとなったのが

国王裁判所であった。いわば国王裁判所は管区都市における急進主義運動の中心となっていたの

である。

　また、以上の過程において、植民地政府が警察（ポリス）という言葉を都市住民の用法とは異

なる意味で用いはじめたことも興味深い。請願を提出したマドラス市のインド人は、ポリスとい

う言葉を、市政全般を指し示すものとして用いて、都市行政に用いられる各種税金や市場や寺院

など公共施設の管理などに対する東インド会社政府の全般的な介入を批判した。しかしマドラス
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政府は、警察改革を犯罪の抑制と取り締まり、およびそれを提供することで維持される政府の権

威という狭い意味で考えていた。同様の傾向は、同時期のボンベイ市における警察改革において

もみられた（52）。すなわち、貿易拠点としての18世紀港市において都市行政全般を指し示すもので

あったポリスという言葉は、都市の治安維持と支配の権威を第一の関心事とする植民地政府の介

入の強化によって、その意味を変化させたのである。

　このようなマドラス政府の危機感の背景には、ヴェロール反乱直後の混乱期において、国王裁

判所が地方の治安維持に実際に悪影響を及ぼしているという懸念が存在した。問題となったの

は、政府に対する反乱を扇動したとして拘束されていたクルーレイア（あるいはクルー・ブラミ

ニー）という男を解放するために、判事グウィリムが人身保護令状の発付を教唆したのではない

かという疑惑であった（53）。このクルーレイアはバラモンで、マイソール王国においてアーミル

ダール（県知事âmildar）であった男で、セリンガパタン（シュリーランガパッタナ）で横領と

暴行の罪で解雇されたのちにマイソールからマドラスへと渡り、反社会的な組織化と資金調達を

たくらんだという（54）。この件の真偽は不明であるが、この件ののちにマドラス政府は枢密院への

請願を考え始めていることから、グウィリムの言動と国王裁判所の権限がマドラス管区およびニ

ザーム藩王国の治安を悪化させることを政府が懸念していたことがわかる。このような事態を受

けてインド監督庁書記G・ホルフォードが植民地相カースルレー卿に宛てた覚書には、イギリス

本国の政治家に共有された危機意識が以下のように表現されている。曰く、グウィリムの政府批

判がインドにおいて問題であるのは、イギリス人が「その国の人々に影響を与えるだけの人数

も、人々をコントロールするだけの物理的な力も持っておらず、同時に彼らの愛着を勝ち取るの

に必要な程度に彼らのやり方や慣習や思い込みに同化することもできていない」からである（55）。

また会社理事会の理事長であるチャールズ・グラントとジョナサン・パリーは、インドにおける

イギリス政府の権威と尊敬を保持する必要がこれほどまでに高まったことはいまだかつてなかっ

たとして、裁判所が政府の行動を批判して貶めている現状に強い不満と警戒感を示した。そして

彼らは、知事ベンティンクがヴェロール反乱の責任をとって本国に呼び戻されていたことが、判

事の勝利を意味するものであるとインド人に解釈されることを懸念した（56）。グウィリムの言動

は、地方の治安維持を脅かすものとして、いまやマドラス管区を超えて本国の政界においても重

要な問題として認識され始めたのである。

　このように、国王裁判所の管轄権問題は、裁判管轄権をめぐる司法の問題である以上に、植民

地政府の正当性をめぐる政治的な問題であった。そのような裁判所の政治介入がマドラス政府の

間接統治政策を直接に阻害した事例が、次章以下でみる、国王裁判所の管轄権行使が独立君主の

法的地位と主権を侵害したとして問題となった諸事件であった。

第2章　アルコットのナワーブの負債と国王裁判所の管轄権行使
　国王裁判所の管轄権問題が、独立君主の対内的な主権を認めつつ、その内政に対する実質的な

統制をおこなうという間接統治政策の困難を浮き彫りにしたのが、1801年の同盟によってイギ
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リス政府に首位権を委譲したマドラス市在住のアルコットのナワーブ（カルナータカのナワー

ブ）の事例である。問題となったのは、多額の負債を抱えるナワーブからの債務の取り立てに国

王裁判所の訴訟が利用され、ナワーブの主権者としての地位と名誉が法廷において論争の的に

なったことであった。アルコットはもともとムガル帝国の後継国家として権勢を誇ったムスリム

君主国であったが、18世紀には英仏の植民地戦争と絡み合う形で戦われた一連のカーナティッ

ク戦争によって多額の負債を負った。先代のナワーブが急死した1801年には、イギリスが新ナ

ワーブを担ぎ出し、同盟条約によってすべての土地を接収した。ナワーブは年金生活者としてイ

ギリスの保護下に入り、独立君主として「諸権利、人身、財産の保護」と「イギリス政府の同盟

者としての地位」にふさわしい取り扱いを約束された（57）。しかしこのような経緯で擁立されたナ

ワーブの正統性を認めない家臣も多く、内乱に陥る危険は常に存在した。特にアルコット南部の

ヒンドゥー軍事貴族層との関係は緊張状態にあった（58）。またナワーブは1763年にマドラス市のセ

ント・ジョージ要塞に近いインド人居住区であるトリプリケインのチェパウク宮殿に2万人の従

者を連れて移住したが、トリプリケインはマドラス市の最も治安の悪い地域の一つであったか

ら、ナワーブが臣下の行動を統制できるかどうかはマドラス市の治安維持の観点からも重要で

あった（59）。そして多くの研究者が指摘するように、ナワーブの負債はマドラス市において儲かる

投資の対象となっていた（60）。特にマドラス政府の会社従業員、私商人、インド人大商人らは、そ

の債権を多く所有し、その円滑な返済のためにナワーブの統治を積極的に支援した。それを象徴

的に示すのが、マドラス政府がカルナータカに隣接するタンジョール（タンジャーヴール）のナ

ワーブの領地を征服し、それをアルコットのナワーブに譲渡した出来事であった（61）。しかしジ

ム・フィリップが指摘するように、1770年代まではナワーブの統治を支援していた債権者は、

次第に批判的な態度をとるようになり、債務の管理にイギリス政府の積極的な介入を要求するよ

うになっていった（62）。そして、それら債権者は、政府への働きかけと同時に、国王裁判所を債権

の回収に用い始めたのである。

　ナワーブおよびナワーブの親族を相手取った訴訟は、ナワーブが国王裁判所の管轄権内である

マドラス市に居住していたことから可能となった。それは債権回収訴訟の形を取っていたが、上

記の経過からもあきらかなように、実際はナワーブとその後ろ盾である東インド会社に反感を持

つものが起こした反政府運動としての側面を持っていた。知事ベンティンクは、「継承に批判的

な一族の一部の人々が、数多くの機会をとらえてナワーブに対する訴訟を起こすことを防ぐこと

は不可能であった。それはとりわけナワーブの公的な位階を貶めるものであり、また個人的な感

情を害するものであった」と述べている（63）。ナワーブ自身も、国王裁判所において頻繁に訴訟が

起こされることに不快感を示した。曰く、「私はイスラム法以外のどんな法律にも縛られない。

インドにおけるイギリス帝国に対する私の政治的な関係は、いかなる形・度合いにおいても、イ

ングランドの国内法（municipal law）における有責性を生じさせない。私の家族、王室、臣下の

者もまた同様である」（64）。

　このような事態は東インド会社にとって問題であった。会社の保護下に入っても主権が保護さ



(10 )

れないとなれば、それは首位権者・宗主国としての会社の権威を損なう事態であったからであ

る。実際、ナワーブに対する国王裁判所の管轄権が争われた初期の事件（1802年）を東インド

会社理事会に報告したマドラス政府は、「カルナータカの会社への割譲は……ナワーブの主権者

としての権利の維持と密接不可分であり、ムスリム君主の通念上、その権利が侵害されること

は、インド諸国においては条約の公的な信用（the public faith of the treaties）を損なうことと同義

である」と指摘した（65）。ここには、間接統治政策の要である条約に基づく保護化という方針に対

して、国王裁判所の管轄権行使が根本的な問題を突きつけるものであったことが示されている。

　そして重要なのは、国王裁判所がナワーブの政治的正統性それ自体を裁定する場として政治的

に利用されたことである。たとえば1803年にナワーブの叔父が借金のためヒンドゥー商人に訴

えられた事件においては、そもそもナワーブが司法免除特権を有する独立主権君主（independent 

sovereign prince）であるかどうか、ということが法廷で争われた。裁判において被告側は、ナ

ワーブは独立主権君主であり、本人とその親族は自身らを外交官としてマドラス市に派遣してい

るとみなしうるから、独立主権君主の外交特権として司法免除されるため、国王裁判所の管轄権

には服さないと主張した。これに対して、原告側は、ナワーブは独立君主ではあるが独立主権君

主ではない。なぜなら前ナワーブとは違って現ナワーブはイギリスによってしか認められていな

いから、あるいは、ただ一人の主権者はデリーのムガル皇帝であるから、など、様々な論点を挙

げてナワーブの司法免除特権を否定しようとした（66）。

　このような事例のうち、その後の判例として重要となる判決が1810年に出された。それは、

アルコットのナワーブが敵対する親族をチェパウク宮殿に拘束した際に、ナワーブの軍指揮官で

あったトマス・モニスに対して人身保護令状が発付された事件であった。この事例において、当

初原告側はナワーブ自身に対する人身保護令状の発付を求めていた。その際に原告の代理人は、

現ナワーブは真のナワーブではない僭称者であるから司法免除は与えられないとして、裁判所に

令状の発付を要請した。しかしこの請求は問題の政治的な重大性に衝撃を受けた判事によって棄

却され、ナワーブ自身ではなく、訴えを起こした親族を拘束した軍司令官モニスに対して人身保

護令状が発付されたのであった。すなわち事件は当初からナワーブの正統性をめぐって争われ

た。法廷においてナワーブ側は、そもそも国王裁判所はナワーブの親族に対する管轄権を有さな

いし、イスラム教徒の家父長に認められている親族への保護監督権が問題となっているのである

から、拘束は正当なものであり、家族法において被告側の宗教法に従うと規定されている国王裁

判所はこれについて介入はできないと主張した。これに対して判事は、チェパウク宮殿はマドラ

ス市の中にあるから拘束された親族は国王裁判所の保護下にあり、それらの親族はナワーブの保

護監督権が及ぶ直接の血族関係にはない独立した存在であるから即座に解放されるべきであると

いう判決を下した（67）。

　この判決後も、ナワーブの独立主権君主としての地位は国王裁判所において問題とされつづけ

た。トマス・モニスに対する人身保護令状が問題となったのと同じ1810年、ナワーブは前ナ

ワーブの寡婦によって暴行容疑で訴えられた。ナワーブの代理人となったマドラス政府の法律顧
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問は、ナワーブは司法免除特権を有するから国王裁判所の管轄権外であると主張した。これに対

して法廷は、1792年のコーンウォリスとナワーブとの条約、1801年条約など7点の外交文書を証

拠として検討することを決めた。結局、判事はナワーブの独立主権君主としての地位を認め、ナ

ワーブはマドラス市に自身を外交官として派遣しているという法的解釈に基づいて、国王裁判所

はナワーブに対する管轄権を持たないという判断を示した（68）。

　このように、国王裁判所においてはナワーブに対する訴訟が多数起こされ、イギリスと同盟し

た独立君主の主権の有無とその内容について、国王裁判所による判断が示されていった。それら

の訴訟においては、判事が政府と独立君主の外交的な取り決めの無効を宣言する可能性があった

から、政府はこのような事例に危機感を募らせた。重要だったのは、一つの事件においてナワー

ブの地位がどのように判断されるかよりも、むしろナワーブの政治的な地位とそれを保障する東

インド会社とナワーブとの同盟関係という高度に政治的な事柄が、政府の独占的な決定権を離れ

て、裁判所によって決定されてしまう可能性があったということである。この意味で、独立君主

の地位をめぐる裁判事例は、カール・シュミットが指摘するところの、政治的な決定権を独占す

るという意味での東インド会社の主権が問題とされた事例であったということができる（69）。

　ただし東インド会社は、ナワーブの司法免除特権を無条件に認めていたわけではなかった。そ

れは、ナワーブあるいはその親族自身の行動にも問題があると考えていたからであった。特に問

題となったのは、ナワーブがチャパウク宮殿の中に独自に設置していた、イスラム法学者（ムフ

ティー muftí）が取り仕切るナワーブの法廷（mohkuma, maḥkama）であった。1825年、ランガス

ワミ・ピッライというナワーブの臣下が横領の罪で拘束され、ナワーブの法廷においてムフ

ティーの有罪判決を受けて投獄されるという事態が生じた。ピッライはナワーブの法廷において

不当監禁を命じたとして、ムフティーを国王裁判所に訴えた。この際ナワーブは、ムフティーが

司法免除特権を持つリストに名前のある人物であり、国王裁判所の管轄権外であると政府に訴え

た。しかしマドラス政府は、ナワーブの裁判所によって家臣を裁くという慣習は国王裁判所の管

轄権を否定するものではなく、ナワーブの法廷が存在する限り同様の事態が発生し、ナワーブや

免除を認められた親族が国王裁判所に召喚される事態が生じるだろうとして、ナワーブに独自の

法廷を廃止するよう求めたのである（70）。このようにマドラス政府は、ナワーブの側の行動が国王

裁判所による管轄権の主張に正当性を与える事態をいかに防ぐかという問題にも直面していたの

である。

　とくにマドラス政府にはナワーブおよび親族の負債の返済を保障するという役割が期待されて

いたから、司法免除特権の濫用は警戒された（71）。実際、ナワーブの親族として司法免除特権を認

められることは借金の取り立てから逃れられることを意味していたから、それを積極的に利用し

ようとする親族も存在した。例えば1832年には、シュージュット・ジュングというナワーブの

親族を名乗る者が、国王裁判所において係争中の債務不履行の訴訟をナワーブの法廷に移管して

ほしい旨を政府に請願した。政府はジュングが司法免除特権を有しないことを指摘して請願を棄

却した（72）。また1856年には、ナワーブのもとに派遣されていた政務官（Agent）であるラッセル
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大佐によって、ナワーブの親族が司法免除特権を振りかざして不名誉なやり方で借金を重ねてい

ることが指摘され、男性親族には司法免除特権が与えられるべきではないとの提案が行われ

た（73）。このような「腐敗」に対してどのように対応するのかはマドラス政府にとって難しい問題

であり、結局、政府はその君主が独立主権君主として司法免除特権を与えられるかどうかを個別

に検討するしかなかった（74）。それは、政府が独占的な管轄権を有するはずの独立君主国との外交

問題が、常に司法権の介入によって脅かされる可能性があることを示していた。

　このように、マドラス市内に住むナワーブの独立君主としての地位は、国王裁判所によって常

に脅かされていた。第1章と同様、在地の有力者の影響力を用いて間接統治を進めようとする政

府の意図は、国王裁判所の存在によって妨害されたのである。

第3章　政府と独立君主の外交関係と裁判所の司法手続き
　最後に、国王裁判所の管轄権問題がマドラス政府と藩王国の外交関係に悪影響を与えることが

懸念されたニザーム藩王国の事例をみる。南インド最大のムスリム君主であったハイダラーバー

ドのニザームは、18世紀後半に東インド会社と幾度か条約を結び、軍事保護同盟の関係となっ

た。それらの規定により、ニザームは自国内に駐屯するイギリス軍の維持費を負担する一方で、

司法管轄権を含む対内主権を保持する独立君主としての地位を維持した。東インド会社は、ニ

ザームとの連絡係としてベンガル政府のインド総督に直属する政務官（Residents）を通じて内政

干渉を強めたが、ニザームは巧みな交渉によって自律的な政策を推進した（75）。ニザーム藩王国に

対するイギリス支配の拠点は、イギリスの軍事保護同盟軍（subsidiary force）が駐留するハイダ

ラーバード近郊の駐屯地シカンダラーバードであった（76）。ジェームズ・ハイツマンが指摘するよ

うに、駐屯地は征服に伴う専制的領域支配の要であったから、植民地政府はその維持管理に特別

に配慮した（77）。ニザーム領内に駐屯するイギリス軍関係者の刑事裁判権は、駐屯地に設置された

軍事裁判所（court-martial）が保有した（78）。しかしながら、軍事裁判所に訴えられたインド人従軍

民間人がその裁判権から逃れるために国王裁判所を利用したことで、政治的な問題が生じた。国

王裁判所はイングランド国内法であるコモン・ローを適用したから、それはイギリスの国内主権

をニザーム領内に及ぼす行為であり、東インド会社がニザームと結んだ条約に違反してニザーム

の主権を侵害するものであった。東インド会社の行政官は、そのような事態は軍事保護同盟を通

じた間接統治に悪影響を及ぼすとして懸念した。以下ではその過程をみる。

　1818年、シカンダラーバードでは兵站部（Commissariat）の主席書記官（head writer）であっ

たスリーナヴァス・ラーオという男の汚職事件が問題となっていた。ハイダラーバードの北方約

4マイルに位置するシカンダラーバードは、東インド会社が軍事保護同盟によって平時にも軍の

駐留を認められたことに伴って1806年に建設された新しい駐屯地で、およそ5千人の軍隊と数千

人のインド人民間人が居住していた。ニザームとの条約は駐屯地に輸入される物資を非課税と取

り決めていたから、インド人商人や銀行家が一般市場（General Bazar）で行う経済活動は急速に

拡大し、駐屯地および隣接するハイダラーバードへも物資を供給した（79）。このような駐屯地に独
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特の社会経済構造の中にあって、兵站部の要職にあったスリーナヴァス・ラーオには自らの利益

を上げる大きな余地があった。駐屯地の経済は兵站部の活動に大きく左右されていたため、ス

リーナヴァス・ラーオは、駐屯地の商人たちへの統制を強め駐屯地における取引を実質的に独占

することができた。また彼は、近隣の一つの村を貸借し、そこからの地代の上前を徴収し、スィ

パーヒーを雇って、住民への抑圧的・暴力的な支配を強めていた。そして彼は、そのようにして

得た巨額の資金をニザーム配下の軍事貴族（スーバダール subahdár）ラージャ・ラーオ・ランバ

に貸し付けていた。これは、東インド会社の従業員にニザーム領内のインド人貴族との接触を禁

止したニザームとの条約の内容に反する行為であった（80）。ラージャ・ラーオ・ランバはニザーム

に長く仕えた古参の軍事貴族であったが、1806年には陰謀によりマドラス政府への反抗を企て

たこともあった人物であった（81）。マイケル・フィッシャーが示すように、ニザームは臣下が会社

関係者と独自交渉することに激しく反発し、しばしば政治的な対立を引き起こしていた（82）。ス

リーナヴァス・ラーオの行動は、独立君主国の家臣である有力貴族の造反を誘発し、ニザーム藩

王国の内政および対英関係を不安定化させるものであったと言える。このようなスリーナヴァ

ス・ラーオの横暴について、ニザームは政務官を通じて東インド会社に不満を伝え、対応を求め

た（83）。スリーナヴァス・ラーオの問題は、現地人役人の腐敗という問題を超えて、ニザーム藩王

国とマドラス政府の外交問題に発展しつつあったのである。事態の収束を図る政務官ヘンリー・

ラッセルは事件の調査を命じ、スリーナヴァス・ラーオは拘束された（84）。

　しかし翌1819年、スリーナヴァス・ラーオは国王裁判所に人身保護令状の発付を求めて認め

られ、裁判所の役人によって解放された（85）。スリーナヴァス・ラーオは当時の兵站部長官W・モ

リソンにあてた手紙の中で、「もしも政務官とシカンダラーバードの指揮官が正当に私を拘禁し

たのだとしたら、彼らはなぜ裁判所に対して私に対する罪状と取り調べの詳細を説明しないので

しょうか。閣下、このことが、私の潔白を証明し、ラッセル氏の偽の告発によって私の上司たち

の心に浮かんだすべての疑念を晴らすことになることを期待しています」と述べ、国王裁判所に

おける裁判を忌避するラッセルらを批判した（86）。その後、スリーナヴァス・ラーオは政務官によ

る抑圧と不当監禁を訴えて国王裁判所において複数の訴訟を起こした（87）。

　この事態を憂慮したベンガル総督ヘイスティングズ侯爵は、イギリスの会社理事会に対策を求

めた。曰く、「諸国民の法（the laws of nations）や独立の主権を有する君主の諸権利を侵害した

り、数々の取り返しのつかない失敗・侮辱によって我々 [東インド会社]の法廷が貶められたり

すること」は立法の主旨に反する（88）。イギリスと同盟した場合に国王裁判所の管轄権のもとに置

かれるとすれば、インド人独立君主は同盟関係を結ぶことを躊躇するであろう。そのようなこと

であったならばマラーター王国のペーシュワーやニザームはイギリスと同盟しなかったであろう

し、今回の件でニザームの主権が侵害されれば、現在同盟を結んでいるシンディア、ホールカ

ル、ナーグプルのラージャらの心証を害するであろう。このような主権侵害は「戦争という害

悪・惨禍」を招く（89）。このようにスリーナヴァス・ラーオの事件では、外国に駐留するイギリス

軍の従軍民間人による犯罪の裁判権をめぐって、軍事裁判所と国王裁判所との間に管轄権問題が
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生じたのであった。そしてそれは、間接統治を目指す東インド会社の外交的な構想を妨害したの

であった。

　東インド会社にとって今ひとつ問題だったのは、このような間接統治を阻害する管轄権問題が

他にも生じており、それが国王裁判所において先例として扱われはじめたことであった。この点

は、同じくシカンダラーバードで起こった貨幣偽造事件が示している。これはシカンダラーバー

ドに駐屯するイギリス軍のインド人兵士が貨幣を偽造したという事件である（90）。これについて、

政務官ラッセルから報告を受けたベンガル政府が法律顧問（advocate general）に照会したとこ

ろ、法律顧問は、従軍民間人に対する軍事裁判所の管轄権を定めた1810年法令第20号について、

スミス対ゴア（1811年）（91）、ジャナルダナー・ポイ対東インド会社・マンロー大佐（1816年） （92）

らにおける国王裁判所の決定を引きつつ、国王裁判所はこの貨幣偽装事件においても管轄権を有

するという判断を示したのである。ラッセルは、通常は軍事裁判に服するものと決まっている外

国駐留中の兵士が仮に国王裁判所の管轄権下に置かれるとしたら、犯罪者を裁判にかけることが

実質的に不可能になると懸念を示した（93）。ベンガル政府はそのような不都合を避けるべく、独立

君主国に駐屯するイギリス軍属のインド人を軍事裁判にかけるための新たな法令の制定を命じ

た（94）。マドラス管区においても、駐屯地の従軍民間人に対して軍事裁判所が管轄権を持つことを

明示する1821年マドラス法令第6号が発布された（95）。しかし東インド会社の法令は国王裁判所の

活動を直接に拘束するものではなかったから、その後も管轄権問題は継続的に発生した。

　そのような状況において、スリーナヴァス・ラーオの事例もまた、ニザーム王国を超えて参照

される判例となっていった。1819年、中央インドを支配する独立君主であるナーグプル・ラー

ジャの領内において、あるイギリス人の遺産管財人（administrator）が債権回収のためジェーム

ズ・ファヴェルというナーグプルの駐屯地にいるイギリス人を国王裁判所に訴えた。政府はイギ

リスと同盟関係にある独立君主領内において国王裁判所が管轄権を行使できるかどうかを法律顧

問に照会したが、ここでは法律顧問は、スミス対ゴア大佐、ジャナルダナー・ポイ対東インド会

社・マンロー大佐に加えてスリーナヴァス・ラーオについての国王裁判所の判断に言及し、国王

裁判所はファヴェルに対する管轄権を有するという回答を提示した（96）。ここからは、独立君主国

領内について国王裁判所が治外法権を有するという判断が判例化しつつあったこと、そしてそれ

をベンガル政府が懸念していたことが見て取れる。判例の解釈と適用は法廷における裁判官に大

きな裁量を与えたものであったから、政治的な問題に対する裁判所の介入を嫌う政府にとっては

忌避すべきものであった（97）。ハイダラーバードの事例は、イギリス領インドにおいて国王裁判所

が独自に判例を形成し始めるような事態が生じていたことを示している。

　その後もシカンダラーバードにおいては東インド会社の管轄権を逃れるために国王裁判所を利

用する事例があいついだ。例えば1835年には、貨幣を偽造した罪で兵站部のインド人従軍民間

人が逮捕されたが、バンガロール（Bangalore）で開かれる軍事裁判にかけられる直前に国王裁

判所が人身保護令状を発付したことで、軍事裁判に支障を来した（98）。これらの事例は、国王裁判

所の管轄権問題が、イギリス植民地国家と藩王国との軍事保護同盟の取り決めを阻害する未解決
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の問題として存在し続けたことを示している。

おわりに
　本稿は、イギリス領インドにおける多層的な主権のあり方の変容について考察するために、19

世紀前半のマドラス政府と国王裁判所の管轄権対立と間接統治との関係を分析した。その結果、

都市警察から軍事保護同盟にいたる様々なレベルにおいて、東インド会社が推進した間接統治政

策が管轄権問題によって妨害されていたことが明らかになった。ヴェロール反乱後のマドラス都

市警察改革の事例では、国王裁判所の管轄権問題が、在地の警察機構の権限削減というマドラス

政府の政策を阻害していたことを指摘した。アルコットのナワーブの事例では、インド人独立君

主の法的権威を保護することで間接統治を実現しようとした植民地政府の意図が、独立君主に対

して藩王国内の不満分子が起こした法的訴えや、その特権を利用しようとする君主の親族らの活

動によって妨害されていた。ハイダラーバードの事例では、藩王国内のイギリス軍兵士および従

軍民間人に関する管轄権の対立が生じており、東インド会社の司法権と藩王の権威が貶められて

いた。これらに共通するのは、軍事専制国家である東インド会社の行政官が抱いていた主権と治

安に関する強い危機感と、軍法に基づく支配を完遂できない東インド会社の間接統治の脆弱性で

あった（99）。インド人の司法実践に起因する管轄権問題は、植民地政府による間接統治政策の障害

となることで、そのような統治の脆弱性を浮き彫りにするものであった。

　本稿で検討した事例を、「はじめに」で提示した自然法学から実証主義法学への移行という観

点から考察すると、以下のようなことがいえるだろう。まず、ハイダラーバードのニザームの事

例に関して、東インド会社が軍事保護同盟の相手国において軍事裁判所を通じて行う治外法権の

行使は、ニザームを独立主権君主として認めることを前提とした条約に基づく権利であったのに

対して、国王裁判所を通じてイングランド法の適用を要求したインド人訴訟当事者が想定する治

外法権の行使は、ニザーム領がすでにイギリス植民地国家の領域支配を受けており、そこにはイ

ギリス植民地国家の国内法としてのコモン・ローが適用されるべきであると前提するものであっ

たから、両者は、独立君主の主権者としての地位に関して、全くことなる想定に基づいていた。

また、アルコットのナワーブに対する国王裁判所の管轄権行使の事例においても、同様に、ナ

ワーブの司法主権が否定され、植民地国家の司法権がすでに確立されたことが前提とされてい

た。すなわち、東インド会社の行政官が、依然として対等者同士が結ぶ条約に基づく権利の行使

としての治外法権を要求していたのに対して、国王裁判所を利用するインド人訴訟当事者は、国

王裁判所を通じた領域的・国内的な司法権の行使を要求していたのである。それはすなわち、国

王裁判所による領域的な管轄権行使を求める現地人の訴訟当事者と民間の法律家の活動によっ

て、実証法的国際法が想定するような、均質で一元的な主権的領域という観念の拡大と浸透が促

進されたことを示唆している。ただし国王裁判所が伝統的警察制度を支持したマドラス市警察改

革の事例が示すように、国王裁判所とインド人訴訟当事者が求めた領域化の動向を司法制度の近

代化と同一視し、東インド会社がより伝統的で、国王裁判所がより近代的であったと論じること
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はできない。重要なのは、藩王国の領域主権という観念の形成過程もまた、インド人の実践に

よって影響されていたということである。もちろん、インド人が裁判所を使って何でもできたと

言うわけではなく、それは植民地化による変化への対応という側面が強かったであろう。インド

人の行為主体性を規定した植民地統治下の政治的・経済的な背景としては、植民地化による在地

社会の世襲的家職・家産体制の崩壊、あるいはイギリス植民地国家を後ろ盾とする国際商業の発

展に伴う都市空間の変容といった状況があったと推測できる（100）。しかしそのような条件下で発揮

されたインド人の行為主体性が特定の歴史状況（例えば征服や反乱直後の混乱期）において社会

構造の変革をもたらし得たという点については強調されるべきである。

　本稿が示したように、藩王国においては、領土の割譲と保護化による間接統治の開始後も、司

法管轄権をめぐって政治的な問題が継続して生じていた。藩王国の主権と間接統治をめぐる歴史

的展開は、東インド会社と藩王の外交関係のみならず、イギリス側、インド側双方に含まれた

様々な立場のアクターの相互作用に注目しつつ、法と管轄権という視角からさらに検討する必要

があるだろう。それは、インド側の事情を中心に据えて、イギリスの植民地統治思想を再検討す

ることに他ならない。例えば、1830～40年代の「改革の時代」には、トマス・バビントン・マ

コーリー、インド総督となったベンティンク、ダルハウジー卿らによって、伝統的なインドの習

俗に対する改革と藩王国への内政干渉が強化された。この背景には、どのような法と管轄権をめ

ぐる動向があったのだろうか（101）。また、1857～58年のインド大反乱の後に、国際法における主

権概念を体系化したヘンリー・メインやジェイムズ・フィッツジェイムズ・スティーヴンは、イ

ンド総督府の法務委員として藩王国との外交交渉に関与していた。彼らの思想は、具体的にどの

ような政治的・法的な問題を背景に形成されたのであろうか（102）。19世紀インドにおける法、主

権、間接統治の関係について、さらなる研究が必要である。
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